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２ 申請の時期 平成31年２月15日から随時。郵
送による受付とする。ただし、持参する場合は
行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第
91号）第１条に規定する行政機関の休日は除く
ものとし、受付時間は９時から12時、13時から
17時とする。
３ 申請の方法
 申請書の入手方法 当局所定の「一般競争
参加資格審査申請書」（以下「申請書」という。）
を別記１に掲げる申請場所において、競争参
加資格を得ようとする者に配布する。また、
インターネットにより造幣局ホームページ
（https://www.mint.go.jp/）にアクセスし、
申請書を出力することもできる。
 申請書の提出方法 造幣局で付与する競争
参加資格は本局、さいたま支局及び広島支局
の三局全てに対して有効なものとなるので、
申請者（建設工事の申請者が経常建設共同企
業体の場合にあっては、その代表者）は、申
請書に次に掲げる申請の添付書類を添付した
上で、Ａ４ファイルに綴じファイルの表紙及
び背表紙に申請者の名称を記入して、等級決
定通知書送付にかかる封筒（82円切手が貼付
され、かつ、送付先が記載された返信用封筒
（長形３号程度））を添えて、別記１に掲げる
申請場所に提出することとする。また、公的
機関が発行する書類については、発行日から
３か月以内のものとする（内容が鮮明であれ
ば写しでも可）。
 申請の添付書類
 建設工事
⒜ 建設業法施行規則（昭和24年建設省令
第14号）第21条の４に規定する総合評定
値通知書の写し
⒝ 工事経歴書
⒞ 営業所一覧表
⒟ 納税証明書その３の３等又はその写し
⒠ 建設共同企業体協定書の写し（経常建
設共同企業体による場合に限る。）
⒡ 適格組合証明書の写し（官公需適格組
合による場合に限る。）
⒢ 企業集団及び企業集団についての数値
等認定書の写し（グループ経営事項審査
の結果による場合に限る。）
⒣ 企業集団及び企業集団に属する建設業
者についての数値認定書の写し（持株会
社化経営事項審査の結果による場合に限
る。）

⒤ 合併等に係る契約書の写し（合併等に
より新たに設立された会社等による場合
に限る。）
なお、「物品の製造・販売業者等のうち、
『畳工事』、『厨房工事』、『衛生施設等の工
事』に準ずる行為を行う者」又は「建設業
法（昭和24年法律第100号）第３条第１項
ただし書の規定により建設業者とみなされ
る者」については、⒜の書類に代えて、次
の⒥～⒦の書類を添付するものとする。
⒥ 登記事項証明書又はその写し（法人の
場合）
⒦ 財務諸表類（直前２年度分）

会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づく更生手続開始の決定を受けた者
及び民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づく再生手続開始の決定を受けた者
のうち、更生手続及び再生手続（以下「更
生手続等」という。）の開始の決定以後に
競争参加資格の申請を行う者について
は、次の⒧～⒩の書類を合わせて添付す
るものとする。
⒧ 更生手続等開始の決定書の写し
⒨ 貸借対照表及び損益計算書
⒩ 更生手続等開始の決定時以降に定款、
役員等の変更があった場合は、当該変更
を証明する書類

 測量・建設コンサルタント等
⒜ 測量等実績調書
⒝ 技術者経歴書
⒞ 営業所一覧表
⒟ 登記事項証明書又はその写し（法人の
場合）
⒠ 登録証明書等又はその写し（各種登録
規程等法令に基づき登録等を受けている
ことを証明する書類）
⒡ 納税証明書その３の３等又はその写し
⒢ 財務諸表類（直前２年度分）

 申請書等の作成に用いる言語等
 申請書及び財務諸表は、日本語で作成す
ること。なお、その他の書類で外国語によ
り記載したものは、日本語の訳文を付記し
又は添付すること。
 添付書類のうち金額欄については、出納
官吏事務規程（昭和22年大蔵省令第95号）
第16条に規定する外国貨幣換算率により日
本国通貨に換算し、記載すること。

４ 競争に参加することができない者
 契約を締結する能力を有しない者及び破産
者で復権を得ない者
 次のからまでの一に該当すると認めら
れる者及びこれを代理人、支配人その他の使
用人として使用する者で、その事実があった
後２年を経過していない者
 契約の履行に当たり故意に工事若しくは
製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは
数量に関して不正の行為をした者
 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な
価格を害し若しくは不正の利益を得るため
に連合した者
 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が契
約を履行することを妨げた者

 監督又は検査の実施に当たり職員の職務
の執行を妨げた者
 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
た者
 一般競争参加資格申請書（建設工事）若
しくは添付書類又は資格審査用データ中の
資格決定に関する重要な事項について虚偽
の記載をし、又は重要な事実について記載
をしなかった者
 建設工事に係る競争に参加しようとする
者（「物品の製造・販売業者等のうち『畳工
事』、『厨房工事』、『衛生施設等の工事』に準
ずる行為を行う者」又は「建設業法（昭和
24年法律第100号）第３条第１項ただし書
の規定により建設業者とみなされる者」を
除く。）であって、建設業法第３条の規定に
よる許可及び同法第27条の23の規定による
経営事項審査（告示（平成20年国土交通省
告示第85号をいう。）第一の一の２に規定す
る審査基準日が一般競争参加資格の申請を
する日の１年７月前の日以後のもの（当該
審査の総合評定値通知書の雇用保険、健康
保険及び厚生年金保険の加入状況がいずれ
も「加入」又は「適用除外」となっている
ものに限る。ただし、当該通知書において
雇用保険、健康保険又は厚生年金保険の加
入状況が「未加入」であっても、その後に
当該保険の加入状況が「加入」又は「適用
除外」となったもので、それぞれ当該事実
を証明する書類を併せて提出できる場合
は、この限りでない。））を受けていない者

 に記載する審査を受けている者のう
ち、建設業法施行規則第21条の４に規定す
る総合評定値通知（但し、再審査も含め、
平成20年４月１日付で改正された基準によ
る経営事項審査の総合評定値通知に限る。）
を受けていない者

５ 競争参加者の資格及びその審査
 競争に参加できる者の資格審査は、別記１
の窓口において閲覧に供する付与数値表の項
目ごとの実数に基づき付与数値を算定し、そ
の合計点をもって行うものとする。
 競争に参加できる者の資格は、上記の合
計点により別記２の区分に基づいて格付け
をする。
 競争に付そうとする契約の予定価格が、別
記２の範囲（別記２の～のをいう。）
に該当する競争に参加するためには、原則と
して資格審査において、別記２（別記２の
～のをいう。）に掲げる等級に格付けさ
れていることを要するものとする。

６ 資格審査結果の通知 「等級決定通知書」に
より通知（郵送）する。
７ 資格の有効期間と更新手続 平成31年４月１
日以降の資格を付与した日から平成33年６月30
日まで有効とする。なお、この有効期間の更新
を希望する者は、平成33年２月上旬に平成33・
34年度の資格審査の公示を予定しているので、
当該公示に基づき申請書類を提出すること。
８ その他 同一業種内での経常建設共同企業体
の登録申請及びその構成員が単体企業として行
う登録申請については、同時登録を認めない（経
常建設共同企業体として登録を希望しない業種
については、各単体企業としての登録は可能。）。
別記１ 申請場所
独立行政法人造幣局本局経理課契約担当
〒5300043 大阪府大阪市北区天満１１
79 電話0663515463
別記２ 業種別等級区分及び予定価格の範囲［掲
載順序 業種の区分 数値：等級 予定価
格の範囲］
 総合建設工事
 1250点以上 ：Ａ
1100点以上 1250点未満：Ｂ
850点以上 1100点未満：Ｃ

850点未満：Ｄ
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